JTC1について
1.　JTC1概要

JTC1（ Joint Technical Committee 1 for Information Technology）

＝ＩＳＯ (International Organization for Standardization, 国際標準化機構) とＩＥＣ (International Electrotechnical Commission, 国際電気標準会議） との合同技術委員会　 

【目的】

・　国際標準の作成に当たり、ISOと IECが協力して、特に情報技術の分野に関する国際標準を作成することを目的として結成した団体であり、国際標準規格 (International standard) の立案と見直しを担当している。
・　情報技術は技術革新が早いため、その標準化には特別な配慮が必要であることから、ISO と IEC が協力して情報技術を扱う技術委員会を ISO/IEC JTC 1 として設立した。
【組織】

・　ISO と IEC との共同事業体であり、ANSI (American National Standard Institute, アメリカ規格協会) が事務局となっている。
・　総会の下に作業を実行する為の多くの SC (Subcommittee, 分科委員会)、WG (Working Group, 作業部会)、OWG (Other Working Group, その他の作業部会)、SGFS (Special Group on Federal Standardization, 連邦規格化に関する特別部会)、SWG (Special Working Group, 特別作業部会) および Reporter For Strategic Planning （戦略計画レポーター）を擁している。
・　SWG は JTC 1 が特定の業務遂行の為に必要に応じて必要な期間、独自に開設する作業部会である。　
・　アメリカからの要請でアクセシビリティ標準に関するSWG-A（Special Working Group on Accessibility, アクセシビリティに関する特別作業部会)が設立され、第一回会合がイギリス、第二回会合（2005年9月）が日本にて開催された。
【主要メンバー】

・　正規参加国は、日本の JISC (Japanese Industrial Standards Committee, 日本工業標準調査会) を含めて 27 カ国の国家機関、選挙権を持たない準参加国は 33 カ国である。
【活動状況】
・　JTC 1 ではテーマごとに分科委員会（SC)、さらに分科委員会の中に作業部会(WG)を作り、作業を進めている。(次ページの「情報技術分野の国際標準開発体制」を参照のこと。）
【日本国内での対応】
・　SWG-Aの活動開始に伴い、日本では国内対応委員会（アクセシビリティSWG）を「情報処理学会情報規格調査会」内に設立した。
2.　 JTC1の組織見取り図


　　　　　 












3. SWG-A概要

【目的】

・多彩かつ独自の機会（ユーザー組織、ワークショップ、リエゾンへの直接参加）に留意して、ユーザー用件収集の方法を定め、実現する。

・検討を加速するために、各会議間で積極的に作業するメカニズムを決める。

・広く知られているアクセシビリティ標準活動の一覧表を作成し、公表する。

・自主開発した標準が施行されていない領域／技術を知り、適切な団体に新たな作業を考慮するよう働きかける。

・必要な標準が効力を失わないよう法、政策および指針を継続監視する。

・SWGの資料を広く配布し、国際的に評価された自主開発標準の利用を促進する。

・コンソーシアム／フォーラムが希望すれば、その仕様を定型的な標準化プロセスに提出することを支援する。
（SWG-Aの活動期間については、明示的な記述がないため、今後2、3年は続くことが予想される。）
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